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第2期松山市子ども・子育て支援事業計画の基本施策と取り組み・事業　令和5年度実施状況
推進施策 通番 事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 【参考】（第2期）計画　令和4年度実施状況 令和5年度実施状況

1-1 1 認定こども園 保育・幼稚園課

就学前の子どもに関する教育・保育
や地域での子育て支援を総合的に提
供する機能を備えた「認定こども
園」の設置が推進されるよう支援し
ます。また、ニーズに応じた利用定
員を確保し、施設運営に係る所定の
費用を給付します。

令和3年度と比較して、幼保連携型認定こども園が1園、保育所型認定こども園が3園増加したことに伴い、幼保連携
型は21か所、保育所型は15か所、幼稚園型は7か所、地方裁量型は2か所はでした。
利用定員については、教育を希望する3歳以上児の1号は3,476人分、保育を必要とする3歳以上児の2号は2,172人
分、同じく保育を必要とする3歳未満児の3号は1,306人分をそれぞれ確保しました。

令和4年度と比較して、幼稚園型認定こども園が3園増加したことに伴い、幼保連携型は21園、保育所型は15園、幼
稚園型は10園、地方裁量型は2園でした。
利用定員については、教育を希望する3歳以上児の1号は3,746人分、保育を必要とする3歳以上児の2号は2,430人
分、同じく保育を必要とする3歳未満児の3号は1,395人分をそれぞれ確保しました。

1-1 2 幼稚園 保育・幼稚園課

幼児期の特性を踏まえ、生涯にわた
る人格形成の基礎を培うとともに、
小学校以降の教育の基盤をつくる教
育環境の整備を図ります。また、新
制度に移行した幼稚園の施設運営に
係る所定の費用を給付します。

令和3年度と比較して、1園減少し、17園でした。
利用定員については、教育を希望する3歳以上児の1号を1,883人分確保しました。

令和4年度と比較して、増減はなく17園でした。
利用定員については、教育を希望する3歳以上児の1号を1,828人分確保しました。

1-1 3 保育所 保育・幼稚園課

保育を必要とする子どもの受入れを
行い、日々の保育を実施します。ま
た、ニーズに応じた利用定員を確保
し、施設運営に係る所定の費用を給
付します。

令和3年度と比較して、1園減少し、市内の保育所は44園（公立23園、私立21園）となりました。
利用定員については、保育を必要とする3歳以上児の2号は2,421人分、保育を必要とする3歳未満児の3号は1,839人
分、合計4,260人分を確保しました。

令和4年4月1日時点での待機児童数は、0人でした。

令和4年度と比較して、増減はなく44園（公立23園、私立21園）でした。
利用定員については、保育を必要とする3歳以上児の2号は2,371人分、保育を必要とする3歳未満児の3号は1,788人
分、合計4,159人分を確保しました。

令和5年4月1日時点での待機児童数は、0人でした。

1-1 4 家庭的保育事業 保育・幼稚園課

家庭的保育者が、居宅等の様々なス
ペースで、家庭的な雰囲気のもと、
少人数（５人以下）の保育を必要と
する乳幼児（原則として３歳未満
児）を対象に、保育を実施します。
また、ニーズに応じた利用定員を確
保し、運営に係る所定の費用を給付
します。

令和4年度も、新規申請がなかったため、実施施設はありませんでした。 令和4年度と同様に、実施施設はありませんでした。

1-1 5 小規模保育事業 保育・幼稚園課

定員６人以上20人未満の比較的小規
模で、保育を必要とする乳幼児（原
則として３歳未満児）を対象に、保
育を実施します。また、ニーズに応
じた利用定員を確保し、運営に係る
所定の費用を給付します。

令和3年度と比較して増減はなく、25か所（A型：25か所）でした。
利用定員については、保育を必要とする3歳未満児の3号を457人分確保しました。

令和4年度と比較して増減はなく、25園（A型：25園）でした。
利用定員については、保育を必要とする3歳未満児の3号を446人分確保しました。

1-1 6
居宅訪問型保育事
業

保育・幼稚園課

障がいや疾病等により集団保育が難
しい、保育を必要とする乳幼児（原
則として３歳未満児）の居宅にて、
１対１で保育を実施します。また、
ニーズに応じた利用定員を確保し、
運営に係る所定の費用を給付しま
す。

令和4年度も、新規申請がなかったため、実施施設はありませんでした。 令和4年度と同様に、実施施設はありませんでした。

1-1 7 事業所内保育事業 保育・幼稚園課

企業などが、主に従業員の仕事と子
育ての両立支援策として設置する事
業所内保育施設で、従業員の子ども
や地域の子どものうち、保育を必要
とする乳幼児（原則として３歳未満
児）を保育します。また、ニーズに
応じた利用定員を確保し、運営に係
る所定の費用を給付します。

令和3年度と比較して増減はなく、8か所（保育所型：2か所、小規模型：6か所）でした。
利用定員については、保育を必要とする3歳以上児の2号は23人分、保育を必要とする3歳未満児の3号を95人分確保
しました。

令和4年度と比較して増減はなく、8園（保育所型：2園、小規模A型：6園）でした。
利用定員については、保育を必要とする3歳以上児の2号は23人分、保育を必要とする3歳未満児の3号を95人分確保
しました。

2-1 8 利用者支援事業
保育・幼稚園課
すくすく支援課
子育て支援課

認定こども園・幼稚園・保育所など
の教育・保育施設や、一時預かり事
業などの地域子ども・子育て支援事
業等について、保護者がニーズに応
じたサービスを利用できるように相
談を受けるほか、子育てに関する情
報提供を行います。また、子育て世
代包括支援センターとして、妊娠期
から子育て期にわたる切れ目のない
支援を行います。

【進捗管理表】

2-1 9 一時預かり事業 保育・幼稚園課

主に認定こども園や保育所等で、保
護者の就労や、家庭で保育を受ける
ことが一時的に困難となった乳幼児
の一時預かり保育を行います。ま
た、主に認定こども園や幼稚園で、
教育時間終了後の在園児の預かり保
育を行います。

【進捗管理表】

2-1 10 延長保育事業 保育・幼稚園課
就労形態の多様化に伴う保育需要に
対応するため、通常保育を延長した
保育を行います。

【進捗管理表】
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推進施策 通番 事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 【参考】（第2期）計画　令和4年度実施状況 令和5年度実施状況

2-1 19
実費徴収に係る補
足給付を行う事業

保育・幼稚園課

新制度の給付を受ける、認定こども
園、幼稚園、保育所などを利用して
いる生活保護世帯等の子どもに対
し、教材費や行事費などの実費負担
分を補助します。また、新制度の給
付を受けない幼稚園（私学助成幼稚
園）を利用する生活保護世帯等の子
どもに対し、給食費の実費負担分を
補助します。

【進捗管理表】

2-1 20
多様な事業者の参
入促進・能力活用
事業

保育・幼稚園課

地域ニーズに即した保育等の事業を
充実させるため、新たに新制度の給
付を受ける新規参入事業者への巡回
支援を行います。また、障がい児保
育事業や私学助成での支援の対象外
である私立認定こども園の認可外機
能部分で、特別な支援が必要な子ど
もを受け入れている施設に対し、加
配職員に係る費用の一部を支援しま
す。

【進捗管理表】

2-1 27 商店街保育事業 保育・幼稚園課

松山市まちなか子育て・市民交流セ
ンター（てくるん）内の保育室に
て、小規模保育事業を実施すること
で、利用ニーズの高い３歳未満児の
保育定員を確保します。また、日曜
日・祝日に一時的に児童を預かる託
児事業や、毎週指定日に子育て相談
事業を行います。
待機児童の解消につなげていくとと
もに、商店街を利用する子ども連れ
世帯の利便性の向上に努めます。

利用ニーズの高い3歳未満児の保育（定員18名）とともに、託児事業や子育て相談事業を併せて行うことで、商店街
を訪れた子ども連れ世帯の利便性向上と商店街の活性化に寄与しました。
入所人数については、令和3年度と比較し183人から人192へと増加しました。
相談、イベント事業についても、新型コロナ感染予防を行いながら、令和3年度より実施回数を増やすことができ、
参加者数も増加しました。
【事業実績】
保育事業：192人
託児事業：72回実施（117名）
相談事業：85回実施（保護者263名、児童281名、計544名）

令和５年3月にアエル松山へ移転してからも、利用ニーズの高い3歳未満児の保育（定員19名）とともに、託児事業
や新しく始まった地域子育て支援拠点事業を併せて行うことで、商店街を訪れた子ども連れ世帯の利便性向上に寄
与しました。
【事業実績】
保育事業：173人
託児事業：68回実施（175名）
地域子育て支援拠点事業：151回実施（計1,232名）

2-2 28 休日保育事業 保育・幼稚園課

就労形態の多様化に伴う保育需要に
対応するため、日曜日・祝日に保育
を行います。地域のニーズを踏ま
え、必要に応じて実施施設の拡大を
検討します。

実施施設数は17か所
令和4年度利用児童延べ人数：3,626人

令和3年度と比べ利用児童数が339人減少しましたが、今後も地域のニーズを検証しながら、必要に応じ、実施施設
の拡大を検討します。

実施施設数は17か所
令和5年度利用児童延べ人数：3,583人

令和4年度と比べ利用児童数が43人減少しましたが、今後も地域のニーズを検証しながら、必要に応じ、実施施設の
拡大を検討します。

2-2 29 夜間保育事業 保育・幼稚園課

就労形態の多様化に伴う保育需要に
対応するため、夜間の保育を行いま
す。地域のニーズを踏まえ、必要に
応じて実施施設の拡大を検討しま
す。

実施施設数は1か所
施設名：ふくろうの家
場所：久万ノ台173
利用定員：20人
延べ利用者数：235人
開所時間：11:00～22:00
令和3年度と比べ延べ利用人数が57人増加しました。今後も、ニーズを検証しながら、必要に応じ、実施事業者の拡
大を検討していきます。

実施施設数は1か所
施設名：ふくろうの家
場所：久万ノ台173
利用定員：20人
延べ利用者数：133人
開所時間：11:00～22:00
令和4年度と比べ延べ利用人数が102人減少しました。減少の理由は常時夜間保育を利用する児童が1人減ったためで
す。今後も、ニーズを検証しながら、必要に応じ、実施事業者の拡大を検討していきます。

2-2 30
保育教諭及び保育
士の研修事業

保育・幼稚園課

幼保連携型認定こども園や保育所等
で就労する保育教諭や、保育士など
の資質向上を図るため、研修会を開
催します。今後も、質の高い保育を
確保できるように、様々な内容の研
修を実施していきます。

保育従事者全体の「保育の質」の向上「保育の専門性」を高めるため、公私立の枠を超えて研修会を開催しまし
た。令和4年度も新型コロナウイルス感染症の影響による参加数の制限等はありましたが、予定の回数を開催するこ
とができ、学ぶ機会の確保に努めました。
○松山市保育会研修会：松山市委託研修事業による研修6回（373人）
○派遣研修：6回6施設（リモートによる）
○保育・幼稚園課主催研修
 ・発達支援実践研修：5回（314人)　・地域子育て支援拠点事業研修：5回（144人）・障がい児保育派遣研修：１
回（51人）

保育従事者全体の「保育の質」の向上「保育の専門性」を高めるため、公私立の枠を超えて研修会を開催しまし
た。令和5年度も新型コロナウイルス感染症の影響による参加数の制限等はありましたが、予定の回数を開催するこ
とができ、学ぶ機会の確保に努めました。
○松山市保育会研修会：松山市委託研修事業による研修6回（331人）
○派遣研修：7回7施設（リモートによる）
○保育・幼稚園課主催研修
 ・発達支援実践研修：6回（461人)　・地域子育て支援拠点事業研修：6回（189人）・障がい児保育派遣研修：１
回（60人）

2-2 31
一時預かり事業
【再掲】

保育・幼稚園課
推進施策【２－１】参照
通番 9参照

2-2 32
公立保育所の民間
委託

保育・幼稚園課

民間の力を活用することにより、多
様な利用者ニーズに応えるととも
に、今後も充実した保育を提供しま
す。

実施園数は10園。
委託各園では、休日保育や2時間の延長保育等の事業のほか、創意工夫を凝らした活動や行事を行っており、多くの
保護者の方から高い評価を得ています。

委託園10か所：石井、伊台、生石、小百合、平井、浮穴、堀江、桑原、道後、中須賀

実施園数は10園。
委託各園では、休日保育や2時間の延長保育等の事業のほか、創意工夫を凝らした活動や行事を行っており、多くの
保護者の方から高い評価を得ています。

委託園10か所：石井、伊台、生石、小百合、平井、浮穴、堀江、桑原、道後、中須賀

2-2 33
地域保育所（認可
外保育施設）施設
運営補助事業

保育・幼稚園課

保育所等の補完的な役割を担う地域
保育所（認可外保育施設）へ補助を
行い、保育の質の維持向上や、入所
児童の健康・福祉の向上に努めると
ともに、一定の基準を満たした施設
を「認証保育所」として、補助に加
算を設け、さらなる保育水準の向上
に努めます。

市内にある地域保育所のうち23施設に対して、運営費補助、児童健康診断などに対する補助、夜間保育や休日保育
などの多様な保育に対する補助を行いました。

市内にある地域保育所のうち24施設に対して、運営費補助、児童健康診断などに対する補助、夜間保育や休日保育
などの多様な保育に対する補助を行いました。

2-2 34
事業所内保育施設
の設置推進

保育・幼稚園課
愛媛労働局の助成を受けて、事業所
内保育施設を設置・運営する事業所
に対し、運営費の補助を行います。

市内にある認可外保育施設としての事業所内保育施設で、愛媛労働局から助成を受けて運営している2施設に対し
て、運営費に係る上乗せ補助（愛媛労働局助成額の1/2または1/3）を行いました。

市内にある認可外保育施設としての事業所内保育施設で、愛媛労働局から助成を受けて運営している1施設に対し
て、運営費に係る上乗せ補助（愛媛労働局助成額の1/2）を行いました。

2-2 35
保育園庭芝生化事
業

保育・幼稚園課

保護者・子ども・地域で協働する中
で、公立保育所の園庭に芝生を植栽
して、地域でのよりよい子育て環境
を整えるとともに、子どもの豊かな
感性の醸成とコミュニケーション能
力の向上を図ります。

これまでに芝生化した市立保育所9園（朝美、八雲、山越、粟井、浅海、石井、生石、道後、余土）の芝生の維持管
理を行いました。今後も、よりよい管理方法を検討しながら、芝生の管理に努めていきます。

これまでに芝生化した市立保育所9園（朝美、八雲、山越、粟井、浅海、石井、生石、道後、余土）の芝生の維持管
理を行いました。今後も、よりよい管理方法を検討しながら、芝生の管理に努めていきます。
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推進施策 通番 事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 【参考】（第2期）計画　令和4年度実施状況 令和5年度実施状況

2-2 36
幼稚園長時間預か
り保育支援事業

保育・幼稚園課

認定こども園への移行を目指し、幼
稚園の長期休業日を含め、１日９時
間以上開所して、預かり保育を行う
私立幼稚園に対し、運営に要する費
用の一部等を補助します。
幼稚園での預かり保育の充実と認定
こども園への移行を推進して、待機
児童解消に努めます。

対象となる施設に対し、利用希望を確認しましたが、令和4年度は希望する施設がありませんでした。 令和５年度から廃止

2-2 37
保育士等確保支援
事業

保育・幼稚園課

保育士養成校で保育士資格を取得す
る際の費用の一部を補助します。
また、新任保育士への職場定着研修
や保育士養成校の学生等への出前講
座を行います。
ほかにも、保育所等に対して、清掃
など保育の周辺業務を行う職員を雇
用する費用の一部を補助します。
今後も本事業を継続することで、保
育士を確保し、質の高い保育を実施
します。

・保育士資格取得支援事業について、補助実績はありません。
・保育体制強化事業では、保育支援者やキッズガード等を配置した26施設に補助金を支出しました。令和4年度から
補助要件緩和され、活用施設が増加しました。
・保育人材就職支援事業は、学生等への出前講座を1回実施しました。
・外部講師を招いた施設長研修を1回、新任保育士への職場定着研修を3回実施しました。

・保育士資格取得支援事業について、3人に補助金を支出しました。
・保育体制強化事業では、保育支援者やキッズガード等を配置した38施設に補助金を支出しました。令和5年度から
対象施設(幼稚園型認定こども園、地域型保育事業所)が拡充され、活用施設が増加しました。
・保育人材就職支援事業は、学生等への出前講座を1回実施しました。
・外部講師を招いた施設長研修を1回、新任保育士への職場定着研修を3回実施しました。

2-2 38
待機児童対策・保
育の質向上事業

保育・幼稚園課

待機児童に占める割合が高い１、２
歳児について、基準を満たした上
で、定員を超えて受け入れる場合
や、育児休業に係る入所予約制を導
入した場合に施設への支援を行うほ
か、配置基準以上の保育士などを配
置している施設へも支援を行いま
す。

施設待機児童の解消と保育の質向上を目的に、基準を満たした上で1、2歳児の定員を超えて受け入れを実施してい
る施設への助成や、年度途中に育児休業復帰予定の人を対象とした入園予約、加配保育士事業や障がい児保育事業
の実施により、保育サービスの充実を図りました。
これにより、入所児童数の増加や安心した育児休業取得等につながりました。

・保育所等定員弾力化事業（助成施設56施設）
・産休・育休明け保育所等入園予約事業（助成施設59施設）
・保育所等加配保育士事業負担金（助成施設57設）
・障がい児保育事業（助成施設26施設）

施設待機児童の解消と保育の質向上を目的に、基準を満たした上で1、2歳児の定員を超えて受け入れを実施してい
る施設への助成や、年度途中に育児休業復帰予定の人を対象とした入園予約、加配保育士事業や障がい児保育事業
の実施により、保育サービスの充実を図りました。
これにより、入所児童数の増加や安心した育児休業取得等につながりました。

・保育所等定員弾力化事業（助成施設69施設）
・産休・育休明け保育所等入園予約事業（助成施設55施設）
・保育所等加配保育士事業負担金（助成施設58施設）
・障がい児保育事業（助成施設28施設）

2-2 39
産休等代替職員費
補助事業

保育・幼稚園課

認定こども園、保育所の職員が出産
又は傷病のため、長期間にわたる休
暇を必要とする場合、代替職員を臨
時的に任用した際の費用の一部を補
助します。

令和3年度から廃止。 令和3年度から廃止。

2-2 40
公立保育所整備事
業

保育・幼稚園課

老朽化が進む公立保育所及び認定こ
ども園を改修し、子どもの安全・安
心な保育環境の維持及び改善を図り
ます。
公立保育所及び認定こども園の現状
に即した改修内容や優先度を検討
し、改修計画を作成して、計画的に
改修を行います。

中島こども園の移転建替えを行うため、次年度当初からの執行に必要な契約等の準備を行いました。 中島こども園の園舎新築工事を行うとともに、味生保育園の大規模改修工事に関する設計業務委託を行いました。

2-4 60
商店街保育事業
【再掲】

保育・幼稚園課
推進施策【２－１】参照
通番 27参照

3-2 77
在園児・保護者に
対する食育事業

保育・幼稚園課

認定こども園、幼稚園、保育所で
「食育計画」を作成し、給食会議の
実施、野菜や果物の栽培・収穫体
験、親子クッキング、食育に関する
保育参観、アレルギー食等に関する
個別相談を実施します。また、調理
体験、地域の高齢者等との交流等を
行うとともに、「松山市食育推進計
画」に基づき関係機関と連携を図り
ながら食育を推進します。

各保育所等の「食育計画」に基づき、保育士や調理員等が連携し、野菜や果物の栽培・収穫体験、調理実習、離乳
食等に関する個別相談、給食会議、保育参観等をとおして食育を行いました。また、新型コロナウイルス感染症の
感染拡大防止のため、親子クッキングは未実施としました。

各保育所等の「食育計画」に基づき、保育士や調理員等が連携し、食育を行いました。

【実施状況(松山市直営園15施設中)】
・野菜や果物の栽培・収穫体験：15施設
・調理体験：15施設
・個別相談(アレルギー、離乳食等)：12施設
・給食会議：15施設
・食育に関する保育参観：4施設

3-2 78
地域の子育て家庭
に対する食育事業

保育・幼稚園課

「松山市食育推進計画」に基づき、
地域子育て支援センターや地域等の
関係機関が連携し、子育て家庭等を
対象に、食に関する講習会、離乳食
等食に関する情報発信、個別の栄養
相談を実施します。

「松山市食育推進計画」に基づき、地域子育て支援センターを利用する子育て家庭や関係機関の職員を対象に、離
乳食に関する講座および離乳食作り、個別相談等を実施しました。

「松山市食育推進計画」に基づき、地域子育て支援センターを利用する子育て家庭や関係機関の職員を対象に、計6
回の離乳食に関する講座および離乳食作り、個別相談等を実施しました。

4-2 100
危機管理マニュア
ルの作成

保育・幼稚園課
学校教育課

災害発生時や不審者侵入時などの非
常時に、速やかに適切な対応が行え
るよう、市立の各保育所、幼稚園、
認定こども園、学校で作成している
マニュアルについて見直し・改善を
行い、より実効性の高いものとし、
関係職員への周知徹底を図ります。
また、私立保育所、認定こども園
（幼稚園型除く）等については、各
園で作成しているマニュアルを監査
の際に確認し、適宜指導や助言等を
行います。

（保育・幼稚園課）
市立の各保育所、幼稚園、認定こども園では、各園で作成している危機管理マニュアルについて見直しを行い、避
難訓練や保護者への通知を通して、危険個所の確認や避難方法、避難場所を、園児や関係職員への周知徹底しまし
た。また、私立保育所、幼稚園型以外の認定こども園等については、各園で作成しているマニュアルを書面監査で
確認し、適宜指導や助言等を行いました。

（学校教育課）
　学校現場において、様々な事故等の場面に応じて、教職員が的確に判断し円滑に対応できるように、校外研修へ
の参加や校内研修を実施しました。7月1日には、各学校の防災士が、愛媛大学と連携して小中教員対象に開催した
学校教員防災エデュケーター育成講座に参加し、防災に関する専門の指導を受け、学校の防災体制の整備を図りま
した。
　文部科学省から平成30年2月に作成された「学校の危機管理マニュアル作成の手引き」を参考に、危機管理マニュ
アルを学校及び地域の実態に応じて見直し、改善を図るとともに、それぞれの地域で想定される災害を踏まえた避
難訓練を実施しました。

（保育・幼稚園課）
市立の各保育所、幼稚園、認定こども園では、各園で作成している危機管理マニュアルについて見直しを行い、避
難訓練や保護者への通知を通して、危険個所の確認や避難方法、避難場所を、園児や関係職員への周知徹底しまし
た。また、私立保育所、幼稚園型以外の認定こども園等については、各園で作成しているマニュアルを書面監査で
確認し、適宜指導や助言等を行いました。

（学校教育課）
　学校現場で、様々な事故等の場面に応じて、教職員が的確に判断し円滑に対応できるように、校外研修への参加
や校内研修を実施しました。7月4日と8月21日には、各学校の防災士の資格を持つ教職員が、愛媛大学と連携して小
中教員対象に開催した学校教員防災エデュケーター育成講座に参加し、防災に関する専門の指導を受け、学校の防
災体制の整備を図りました。
　文部科学省が平成30年2月に作成した「学校の危機管理マニュアル作成の手引き」を参考に、危機管理マニュアル
を学校及び地域の実態に応じて見直し、改善を図るとともに、それぞれの地域で想定される災害を踏まえた避難訓
練を実施しました。
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4-2 102
幼保小中連携推進
事業

保育・幼稚園課
学校教育課

就学前の教育・保育施設、小学校、
中学校との円滑な接続に向け、子ど
も同士の交流活動や職員の合同研修
等を行い、教育内容や教育環境等の
充実・改善を図るとともに、子ども
の発達や学びの連続性を踏まえた教
育を推進します。

(保育・幼稚園課）
久米保育園が久米小、窪田小、久米中とともに幼保小中連携推進指定校となり、3年次の研究を進めました。また、
五明幼稚園が五明小と連携推進指定校となり、継続した交流活動や連携教育による学習指導を行い、地区ごとの特
色が生かされた研究を進めることができました。（坂本幼稚園は、教育活動休止のため令和3年度で連携推進を終了
しました。）

（学校教育課）
　幼稚園・保育所から小学校１年生、小学校６年生から中学校１年生の接続期に見られる問題（小1プロブレム、中
１ギャップ）について、幼保小中の連携により、解決を図ることを目的としています。令和４年度は、研究推進校
12校（幼稚園１園、小学校７校、中学校４校）と研究指定校12校（保育園１園、小学校７校、中学校４校）が、そ
れぞれの地域の実態に応じて研究や取組を進めました。研究推進校では、系統的かつ継続した連携教育による学習
指導が行われています。研究指定校では、地区ごとの特色が生かされた研究を進めるとともに、各教科の系統性を
重視した学習指導が行われています。

（保育・幼稚園課）
　三津浜幼稚園が、三津浜小、宮前小、三津浜中学校とともに幼保小中連携推進指定校となり、１年次の研究に取
り組みました。また、五明幼稚園と五明小学校が研究推進校を継続し、それぞれ地区ごとの特色が生かされた研究
を進めることができました。

（学校教育課）
　幼稚園・保育所から小学校１年生、小学校６年生から中学校１年生の接続期に見られる問題（小1プロブレム、中
１ギャップ）について、幼保小中の連携により、解決を図ることを目的としています。令和５年度は、研究推進校
12校（幼稚園１園、小学校７校、中学校４校）と研究指定校12校（幼稚園１園、小学校７校、中学校４校）が、そ
れぞれの地域の実態に応じて研究や取組を進めました。研究推進校では、系統的かつ継続した連携教育による学習
指導が行われています。研究指定校では、地区ごとの特色が生かされた研究を進めるとともに、各教科の系統性を
重視した学習指導が行われています。

4-2 103
幼稚園庭芝生化事
業

保育・幼稚園課

市立幼稚園全園での園庭の芝生を、
保護者や地域住民と協力して維持・
管理し、教育環境の整備に努めてい
くことによって、幼稚園を拠点とし
た基本的運動習慣の構築やコミュニ
ケーション能力の向上を図ります。

これまでに芝生化した市立幼稚園5園（坂本、三津浜、石井、荏原、五明）の芝生の維持管理を行いました。今後
も、よりより管理方法を検討しながら、芝生の管理に努めていきます。

これまでに芝生化した市立幼稚園5園（坂本、三津浜、石井、荏原、五明）の芝生の維持管理を行いました。今後
も、より良い管理方法を検討しながら、芝生の管理に努めていきます。

4-2 104
松山市幼児教育研
修会

保育・幼稚園課

市内の保育教諭、幼稚園教諭、保育
士、小学校教諭、各療育機関等の職
員を対象に、園内研修会や実技研修
会及び講演会を実施し、市内幼児教
育関係者の資質向上と異校種間の研
修交流の機会とし、市内幼児教育の
充実を図ります。また、園内研修会
を通して、会場園と連携し、助言や
情報共有を行い、幼小接続の進展や
教育要領に沿った実践の質向上に努
めます。

市内の幼稚園教諭、保育士、小学校教諭等を対象に松山市幼児教育研修会（講演会２回、実技研修会１回、園内研
修会１３回、園内研修会前後に自由参観期間設定）を開催し、市内幼児教育関係者の資質向上と公私立間、異校種
間の交流による幼児教育の充実に努めました。

市内の幼稚園教諭、保育士、認定こども園保育教諭、小学校教諭を対象に松山市幼児教育研修会（講演会２回、実
技研修会１回、研究発表1回、市立幼稚園・保育所の園内研修会17回）を開催し、市内幼児教育関係者の資質向上と
公私立間、異校種間の交流による幼児教育の充実に努めました。

4-2 105
松山市幼児教育連
絡協議会

保育・幼稚園課

市立・私立幼稚園長、公立・私立保
育園長、教員養成機関関係者、ＰＴ
Ａ等が松山市の幼児教育の在り方、
市立幼稚園の在り方等について話し
合い、幼児教育の充実を図ります
（適宜開催）。加えて、市立幼稚園
の研修内容を積極的に発信し、松山
市の幼児教育の質向上に役立てま
す。

松山市幼児教育研修会の集録を配布し、市内の幼児教育の充実に努めました。 松山市幼児教育研修会の集録を配布し、市内の幼児教育の充実に努めました。

4-2 110
保育教諭及び保育
士の研修事業【再
掲】

保育・幼稚園課
推進施策【２－２】参照
通番 30参照

4-2 111
保育園庭芝生化事
業【再掲】

保育・幼稚園課
推進施策【２－２】参照
通番 35参照

5-4 126
庁内託児室「キッ
ズルーム」の設置

保育・幼稚園課

子ども連れでも安心して、市役所で
の各種手続きができるように、庁舎
内託児室「キッズルーム」を設置し
ています。引き続き、利用しやすい
環境づくりに努めます。

各種申請手続き等のために来庁された方の子ども（対象：1歳からの未就学児）を、一時的にお預かりしています。
令和4年度は、延べ619人の利用がありました。

各種申請手続き等のために来庁された方の子ども（対象：1歳からの未就学児）を、一時的にお預かりしています。
令和5年度は、延べ610人の利用がありました。

6-2 146
認定こども園【再
掲】

保育・幼稚園課
推進施策【１－１】参照
通番 1参照

6-2 147 幼稚園【再掲】 保育・幼稚園課
推進施策【１－１】参照
通番 2参照

6-2 148 保育所【再掲】 保育・幼稚園課
推進施策【１－１】参照
通番 3参照

6-2 149
家庭的保育事業
【再掲】

保育・幼稚園課
推進施策【１－１】参照
通番 4参照

6-2 150
小規模保育事業
【再掲】

保育・幼稚園課
推進施策【１－１】参照
通番 5参照

6-2 151
居宅訪問型保育事
業【再掲】

保育・幼稚園課
推進施策【１－１】参照
通番 6参照

6-2 152
事業所内保育事業
【再掲】

保育・幼稚園課
推進施策【１－１】参照
通番 7参照

6-2 153
事業所内保育施設
の設置推進
【再掲】

保育・幼稚園課
推進施策【２－２】参照
通番 34参照

7-2 163
危機管理マニュア
ルの作成【再掲】

保育・幼稚園課
学校教育課

推進施策【４－２】参照
通番 100参照

7-3 168
危機管理マニュア
ルの作成【再掲】

保育・幼稚園課
学校教育課

推進施策【４－２】参照
通番 100参照
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8-3 186

認定こども園、幼
稚園、保育所等で
の障がい児等保育
の充実

保育・幼稚園課

保護者や関係機関と連携して、支援
に当たるとともに、研修等を通じ
て、障がい児に対する理解を深め、
職員の資質向上を図ります。
また、「障がい児保育事業」や「多
様な事業者の参入促進・能力活用事
業」で実施する加配保育士に対する
支援も行い、特別な支援が必要な子
どもの受入れも促進します。

保育園や幼稚園等保育施設を利用している配慮が必要な子ども、その保護者に対して、保育・幼稚園課の巡回支援
専門員が巡回したり、電話相談での対応をしていきました。必要に応じて、医師や療育機関等の関係機関と連携を
図り、支援方法について話し合いを行い、適切な支援を行いました。
現在保育園等施設を利用していない子ども・家庭に対しても、電話相談や入園前のすこやか保育相談等を行い、関
係機関と連携を図り相談支援を行いました。
また、市内の保育施設で実施している障がい児保育に関して、各園保育士・保育教諭等の資質向上を行う目的で、
発達支援実践研修会（合計5回）や、障がい児保育派遣研修などを行いました。

保育園や幼稚園等保育施設を利用している配慮が必要な子ども、その保護者に対して、保育・幼稚園課の巡回支援
専門員が巡回したり、電話相談での対応をしていきました。必要に応じて、医師や療育機関等の関係機関と連携を
図り、支援方法について話し合いを行い、適切な支援を行いました。
現在保育園等施設を利用していない子ども・家庭に対しても、電話相談や入園前のすこやか保育相談等を行い、関
係機関と連携を図り相談支援を行いました。
また、市内の保育施設で実施している障がい児保育に関して、各園保育士・保育教諭等の資質向上を行う目的で、
発達支援実践研修会（合計6回）や、障がい児保育派遣研修などを行いました。

9-1 202
地域保育所保育料
補助事業

保育・幼稚園課

地域保育所（認可外保育施設）を利
用する、18歳未満の子どもが３名以
上いる世帯で、第３子以降が３歳未
満の場合、世帯の所得に応じて保育
料を補助します。
今後も本事業を継続することで、地
域保育所（認可外保育施設）を利用
する多子世帯の経済的な負担の軽減
を図ります。

市内にある地域保育所のうち、対象者が入所している33施設の累計71名に対して保育料の補助（半額または全額）
を行いました。

市内にある地域保育所のうち、対象者が入所している29施設、82名に対して保育料の補助（半額または全額）を行
いました。
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